
◎衛星リモートセンシング記録の適正な取扱いの確保に関する法

律 
（平成二八年一一月一六日法律第七七号）   

一、提案理由（平成二八年四月二七日・衆議院内閣委員会） 

○島尻国務大臣 ただいま議題となりました人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に

関する法律案及び衛星リモートセンシング記録の適正な取扱いの確保に関する法律案に

つきまして、その提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、衛星リモートセンシング記録の適正な取扱いの確保に関する法律案につきまし

て、その提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 人工衛星に搭載された装置により地球表面を観測した衛星リモートセンシング記録は、

農業、防災、社会インフラ整備等の幅広い分野で活用が期待されることから、民間事業

者による利用が急速に拡大しております。 

 一方で、高性能な衛星リモートセンシング記録は、悪用の懸念のある国や国際テロリ

スト等の手に渡ると国際社会の平和の確保等に支障を生ずるおそれがあるため、民間事

業者が衛星リモートセンシング装置を使用する能力を持つ国では既にこれを適切に管理

するための法制度整備がなされています。 

 こうした中、我が国においても衛星リモートセンシング記録の利用の拡大を踏まえ、

当該衛星リモートセンシング記録の悪用を防ぐとともに、これを利用する新たな産業や

サービスを振興するための基盤となる制度が必要になっています。 

 このため、衛星リモートセンシング記録の適正な取り扱いを確保するために必要な事

項を規定する本法律案を提出した次第です。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、高性能の衛星リモートセンシング装置の使用を許可制とするとともに、不正

な衛星リモートセンシング装置の使用を防止するための措置、使用終了時の措置を講じ

なければならないこととし、許可に係る受信設備以外の使用禁止、許可に係る軌道以外

での機能停止等の義務を課すこととしています。 

 第二に、衛星リモートセンシング記録保有者は、認定を受けた者や特定取扱機関に適

正な方法により行う場合等を除き、衛星リモートセンシング記録を提供してはならない

こととしています。 

 第三に、衛星リモートセンシング記録を取り扱う者は、衛星リモートセンシング記録

の区分に従い、衛星リモートセンシング記録を適正に取り扱うことができる旨の内閣総

理大臣の認定を受けることができることとしています。 

 第四に、内閣総理大臣は、国際社会の平和及び安全の確保並びに我が国の安全保障に

支障を及ぼすおそれがあると認める十分な理由があるときは、範囲及び期間を定めて、

衛星リモートセンシング記録の提供の禁止を命ずることができることとしています。 



 以上が、人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律案及び衛星リモートセ

ンシング記録の適正な取扱いの確保に関する法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。

二、衆議院内閣委員長報告（平成二八年一〇月二八日） 

○秋元司君 ただいま議題となりました両案につきまして、内閣委員会における審査の

経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、衛星リモートセンシング記録の適正な取扱いの確保に関する法律案の概要につ

いて申し上げます。 

 本案は、宇宙基本法の基本理念にのっとり、衛星リモートセンシング記録の適正な取

り扱いを確保するため、国の責務を定めるとともに、衛星リモートセンシング装置に係

る許可制度、衛星リモートセンシング記録保有者の義務、同記録を取り扱う者の認定等

について、必要な事項を定めるものであります。 

 両案は、第百九十回国会に提出され、四月二十六日に本委員会に付託されました。 

 本委員会においては、翌二十七日に提案理由の説明を聴取しましたが、以後、今国会

まで継続審査に付されていたものです。 

 今国会におきましては、十月二十六日、質疑を行い、質疑終局後、討論、採決の結果、

両案はいずれも賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院内閣委員長報告（平成二八年一一月九日） 

○難波奨二君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、内閣委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、衛星リモートセンシング記録の適正な取扱いの確保に関する法律案は、宇宙基

本法の基本理念にのっとり、我が国における衛星リモートセンシング記録の適正な取扱

いを確保するため、国の責務を定めるとともに、衛星リモートセンシング装置の使用に

係る許可制度を設け、あわせて、衛星リモートセンシング記録保有者の義務、衛星リモ

ートセンシング記録を取り扱う者の認定、内閣総理大臣による監督その他の衛星リモー

トセンシング記録の取扱いに関し必要な事項を定めようとするものであります。 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、我が国の宇宙政策の方向性、

人工衛星等の打ち上げに係る政府補償等の在り方、衛星リモートセンシング記録の利活

用及び規制の在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承

知願います。 

 質疑を終了し、討論に入りましたところ、日本共産党の田村委員より両法律案に反対、

希望の会（自由・社民）の山本委員より両法律案に反対の旨の意見がそれぞれ述べられ

ました。 



 次いで、順次採決の結果、両法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 なお、両法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告を申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年一一月八日） 

（人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律（平二八法七六）の附帯決議 

と一括して掲載） 


